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1. はじめに

先の見通しがつかない新型コロナウイルス感

染症（COVID-19）拡大に伴い、社会のデジタ

ル化が一層加速し、グローバルな規模でデー

タ・プラットフォーム・アルゴリズム関連技術

が駆動するデジタル統治の覇権争いが顕在化し

ている。そうした中で、歴史で謳われる「第四

権力」としてのプレスの自由ないしはマスメ

ディアが担う権力監視機能を、実効的に担保す

るためには、いかなる法の原理と制度デザイン

が求められるのだろうか。この問いかけの下

で、本稿では、憲法上の基本原理の一つである

「 権 力 分 立 」 と「 抑 制・ 均 衡（checks and 

balances）」の仕組みに着眼し、「自由」と「共創」

を鍵概念として、以下の構成で考察を進める 1。

第一に、権力分立とは何かについて、関連す

る日欧米の古典的議論を辿り、その具体的な形

として、主にアメリカ合衆国憲法の下での権力

分立制を例にして、検討を加える。そこでは、

自由と効率性のために、複数権力の異種混合を

包摂した「抑制・均衡」の仕組みが見出せると

ともに、権力分立制の基底にある人間像を探

り、神や天使とは対置される、弱さを抱える人

間による民主主義的自己統治の限界を補おうと

する智慧を読み取っていく（第 2 章）。

第二に、第四権力としてのプレスについて、

歴史的淵源に遡りながら、国家統治機関の外に

開かれた、広い意味での統治構造における抑

制・均衡の仕組みの一部として位置づけられる

ことを確認する。ただ、アメリカ合衆国憲法第

1 修正上のプレスの「優越的」地位ないしは特

権をめぐる争点では、連邦最高裁は基本的に消

極的な姿勢を崩していない等の近年の議論動向

を概観する。その上で、特にアメリカでは、

ニュース生態系が変化し、伝統的メディアが「衰

微」して、ローカルニュースが提供されない

「ニュース砂漠」地域が生じており、憲法的危

機である等と指摘されている状況を描く（第 3

章）。
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第三に、21 世紀のデジタル環境では、イン

ターネット上で多様なコンテンツが豊かに共創

される傍らで、「監視資本主義」の論理が台頭

しており、そこでは、20 世紀の独占・集中化

した言論市場での「送り手と受け手の分離」現

象に通底する、情報の一方向性や権力の非対称

性といった構造的課題が、時代を超え、形を変

えて表出していることを見ていく。また、その

解決策をめぐる議論では、アメリカでは廃止さ

れた放送規制上の「公正原則」に類似の規制措

置をデジタルプラットフォーム事業者に課すべ

きとする意見もあり、「媒体別」に分岐化した

現行の情報・メディアに関する法枠組みのアプ

ローチが改めて問い直されている状況について

も分析を行う（第 4 章）。

第四に、国境を越えるデジタル統治における

権力の監視と抑制・均衡の新たな可能性と課題

を示唆する事例として、国家経済安全保障分野

でのプラットフォーム・モバイルアプリケー

ションのティックトック及びウィーチャットに

対する 2020 年 8 月のアメリカ大統領令に基づ

く取引禁止措置に関する合憲性訴訟、そして、

2021 年 1 月のアメリカ連邦議会議事堂襲撃に

関する大統領アカウント無期限停止措置をめぐ

るフェイスブック社の監視委員会決定を取り上

げ、特にそこでの自由と規制、透明性と責任の

在り方について、検討を加えておく（第 5 章）。

第五に、以上の考察を踏まえた本稿の結論と

なる、将来への指針として、言論・表現・情報・

知に関する自由や公開性・透明性とそれらの限

界をめぐる、一連の法の原理と制度デザインに

関する考察から引き出される示唆をまとめる。

その上で、特に今後の日本のデジタル社会秩序

形成の文脈では、情報権力分立――すなわち、

統治権力における抑制・均衡を担う主体の一層

の多様化・分散化・国際化等を通じた、統治構

造そのものの透明化・民主化――が要請される

ことを、指摘しておくこととしたい（第 6 章）。

2. 権力分立の古典からの示唆―自由のための「抑制・均衡」のデザイン

2.1　権力分立とは

権力分立とは、憲法上の統治原理の一つであ

り、日本の憲法学の古典的議論によれば、権力

分立論の要旨は、国家の各権力が「誰かの一手

に集中し、あまりに强大になる」のを防ぎ、分

離・独立しながら「互いに他を抑制し、均衡を

保つ」ように、権力を分立することである 2。

その目的については、単に、「國家權力の理論

的分類または制度的種別」の解説や「國家權力

の組織・技術上の分離」の提唱に止まらず、「國

家の權力から國民の自由を守るために考えられ

た原理」とされており、そこには、権力分立の

原理と立憲主義・自由主義・民主主義等が密接

に関連しつつも時に緊張を孕む諸課題が存在し

ている 3。

この原理の顕現化は、歴史を辿れば、フラン

スの 1789 年人権宣言（「人および市民の権利宣

言」）の「権利の保障が確保されず、権力の分

立が規定されないすべての社会は、憲法をもつ

ものでない」（第 16 条）4 に遡ることができる。

また、今日の日本国憲法でも、その基本体系と
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なる人権と統治という二本柱の下で、立法権・

行政権・司法権をそれぞれ国会・内閣・裁判所

に帰属させる三権分立（第 41 条・第 65 条・第

76 条）の統治機構にも見出せる。

ただ、権力分立の一般的な説明のみでは、個々

の事案で何を意味するかは、見えにくいところ

がある。また、見方によっては、効率性の観点

や、経済活動の分野でのスケールメリットや「規

模の経済」にいう規模拡大に伴うコスト逓減・

生産性逓増等の議論とは、相容れない印象もあ

る。より具体的に、アメリカにおける権力分立

の仕組みを例として見ておく。そこでの連邦制

や大統領制等は、イギリスや日本のような議院

内閣制の下での統治機構とは異なる部分も多い

が、アメリカ合衆国憲法の下での権力分立と抑

制・均衡の仕組みは、参照に値すると考えら

れる。

2.2　アメリカにおける権力分立制―自由と効率性のための異種混合のデザイン

まず、アメリカ合衆国憲法の制定意図の手掛

かりとなるフェデラリスト文書において、J. マ

ディソン執筆とされる 51 篇では、新たな連邦

政府内部の各部門間の権力分立は、「自由の維

持のために不可欠（essential to the preservation 

of liberty）」であるとされている 5。そして、連

邦制の下で二つの別個の政府がさらに別々の異

なる部門に分割され相互に「統制」することを

通じて、「人民の権利」に対する「二重の担保

（security）」6 となることが意図されている。そ

の後、合衆国憲法が 1788 年に成立し、連邦政

府と州との間の権限の分配は、合衆国憲法に列

挙された権限のみを前者が有し、その残りは全

て後者に属する形がとられている 7。

また、三権分立については、合衆国憲法によ

り付与される「全ての立法権」は合衆国の連邦

議会に属し（第 1 条第 1 節）、「執行権」はアメ

リカ合衆国大統領に属し（第 2 条第 1 節）、「合

衆国の司法権」は一つの最高裁判所及び連邦議

会が随時制定し設立する下級裁判所に属する

（第 3 条第 1 節）、という簡潔な規定が置かれて

いる。すなわち、合衆国憲法上の権力分立制は、

連邦政府と州との間の「垂直的」な分立に加え

て、連邦政府内で三権を「水平的」に三部門に

配置した上で、例えば連邦議会による立法過程

に大統領が拒否権を通じて関与する（第 1 条第

7 節第 2 項・第 3 項）ように、異なった機能特

性を有する複数の権力が混じり合い部門間で競

い合う余地を残す 8 という、複数権力の異種混

合を包摂するデザインとなっている。

三権分立の要の一つとなる司法審査権ないし

は違憲立法審査権は、周知のとおり、アメリカ

では、合衆国憲法上の明文規定ではなく、判例

法を根拠としている 9。権力分立と抑制・均衡

の制度趣旨については、1926 年のマイヤーズ

事件連邦最高裁判決の L. ブランダイス裁判官

反対意見が、今日でも度々引用される。本件は、

連邦議会上院の助言と同意により任命される合

衆国執行職員である郵便局長の罷免に関する大

統領権限が争われた事案であった。ここでブラ

ンダイスは、「人の支配ではない、法の支配（a 

government of laws and not of men）」の重要

性を説いた上で、「権力分立のドクトリンは、

効率性を促進するためではなく、恣意的権力の
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行使を排除するために、1787 年会議で採用さ

れ」、その目的は、「軋轢（friction）を回避す

るためではなく、三部門間の政府権力の分配に

付随する不可避的な軋轢という手段を通じて、

人民を独裁制（autocracy）から救うため」で

あると指摘していた 10。

つまりは、過度の権力集中の阻止を通じて「専

制（tyranny）」の防止を図ると同時に、全米の

市場に関する権限は連邦議会に付与してその執

行権を大統領ただ一人に任せること等を通じて

「効率性」の促進をも図る 11 というのが、アメ

リカ合衆国憲法における権力分立の制度趣旨で

あると言えよう。

2.3　権力分立の基底となる人間像―民主主義的自己統治の限界を補う智慧

ここで興味深いのは、権力分立論の基底にあ

る人間像である。天使ではない人間による民主

主義的自己統治の課題を論じた、前掲のフェデ

ラリスト文書の著名な一節が役に立つ。若干の

意訳をして、次に掲げておこう 12。

「人間性（human nature）」を反映したあら

ゆるもののうち、最も偉大なものが「政府それ

自体」でなければ、他に何があろうか。もし、

人間が「天使（angels）」であれば、政府を必

要とせず、また、もし天使が人間を統治するな

らば、政府に対する外部からの統制も政府内部

での統制も必要ないであろう。人間が人間を治

める政府を組織するには、大いなる困難があ

る。それは、政府をもって、まず、被統治者を

統制させた上で、次に、政府自身を統制させな

ければならない、ということである。「人民（the 

people）」に依存するということは、たしかに、

政府に対する第一義的な統制ではあるものの、

そ こ で は「 補 助 的 な 警 戒（auxiliary 

precautions）」が必要となることは、経験が教

えるところである。

この議論の基底にある人間像は、特に人権主

体や主権者として語られる近代法の前提とされ

る、合理的な人間像とはかなり異なるが、むし

ろ権力分立論の特徴の一つと言える。すなわ

ち、先に触れた古典的な権力分立論において

も、「神様ならいざ知らず、人間はすべて、あ

やまちを侵す」ことはありうるのであって、「殊

に、國家の權力というような强大な力を握る

と、誰でもそれに魅せられて、權力を濫用する

という性向」をもつことは、「人間性の宿命的

弱點」であると指摘されていた 13。また、モン

テスキューによる『法の精神』（1748 年）の言

葉を借りれば、およそ権力を有する人間がそれ

を濫用しがちであることは、「万代不易の経

験」14 と指摘されていた。

さらに、先に掲げたマディソンの議論で示唆

に富むのは、神や天使などの超越的存在と対置

される、人間本来の弱さや可謬性をもつ人間像

を基底に据えた上で、その備えとして、自己統

治 を 担 う 個 々 人 の「 個 人 的 動 機（personal 

motives）」や「野心（ambition）」を、憲法上

の手段や諸権利と結びつけながら、権力分立制

に取り込もうとしていることである。前掲の

フェデラリスト文書での天使に関する記述に続

けて、マディソンは、最高次の政府権力の分配
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論に限らず、それよりも下位の権力の分配論に

も言及している。すなわち、公的・私的活動を

含む人間の諸活動の「システム全体」での権力

の分配において見出せる「不断の目的」とは、

相互に「抑制（check）」できるような方法で、

複数の職務を分割して配置することであり、こ

れによって、各個人の私的利益が公的権利のた

めの「見張り（centinel）」となりうるのであっ

て、このような「慎重さの発明」が州の主権の

配分ではさほど必要でないとは言えないとされ

る 15。

つまりは、権力分立制は、人間活動全般に遍

在する軋轢や緊張関係を包摂し、慎重な創意工

夫を図る「抑制・均衡」のデザインを通じて、

天使ではない人間による自己統治の限界を補お

うとするものと言える。言い換えれば、神や天

使などの超越的存在と対置される、人間本来の

弱さや可謬性への備えとして、政府に対する統

制を、統治のデザインに組み込んでおくという

智慧が、権力分立の思想を支えているという理

解が可能であろう。

3.「第四権力」としてのプレス―憲法上の自由と「ニュース砂漠」の危機

3.1　第四階級としての「自由なプレス」の歴史的淵源

こうしたアメリカにおける権力分立制の下

で、「第四権力」としてのプレスは、国家統治

機構の外に開かれた形での、広い意味での統治

構造における「抑制・均衡」のデザインの一部

として位置づけられると言える。なお、前掲の

フランス人権宣言当時の近代憲法の下では、制

約対象の権力は専ら国家として、権利保障は専

ら「国家からの自由」の保障として、権力分立

は専ら「国家」の諸権力間の分立として、捉え

られることからすれば、公権力ではない私的な

いしは社会的な権力の担い手としてのプレス

は、あくまでも憲法の枠外での存在である 16。

その点を的確に理解した上で、「自由なプレス

の出現」の歴史を描いた L. レヴィの著作では、

アメリカ合衆国憲法第 1 修正起草時を振り返り

つつ、自由なプレスとは、「第四階級としての

プレス」、またはアメリカの枠組みの下では「非

公式または憲法外（extraconstitutional）の第

四部門」であり、そこでは、「公的管理運営の

誤りを摘発し、権力を分割させ、管理可能にし

て、説明責任を果たさせる、抑制と均衡の複雑

なシステムの一部として機能する」ものとして

記されている 17。

プレスを第四権力として捉える見方の歴史的

な淵源をいま少し辿ると、曖昧さは残るもの

の、言葉自体としては、イギリスで E. バーク

が語ったとする、T.　カーライルによる著作の

以下の一節がよく知られている 18。

イギリス「議会には三つの階級があるけれど

も、 こ れ ら 全 て よ り も 重 要 な 第 四 階 級（a 

Fourth Estate） が、 向 こ う の 記 者 席（the 

Reporters’ Gallery yonder）に座っていると、

バーク（Burke）は語った。それは言葉のあや

ではなく、また、機知に富んだ言い回しでもな

い。それは文字どおりの事実であって、今日の
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私たちにとってまさしく重大である」。

もしこの言葉が第四階級としてのプレスとい

う用語法の最初の例であれば、それは、1787

年――つまり、アメリカでは合衆国憲法第 1 修

正起草の 2 年前――とされ、アメリカでこのメ

タファーが通用性をもった時には、聖職者・貴

族・平民というイギリスでの階級はアメリカ化

されて、「政府の執行・立法・司法の部門になっ

た」とする説明もある 19。

とはいえ、バークまたはカーライルがどこま

で報道記者固有の役割に注目していたのかにつ

いて、先の一節の前後の文章を読み合わせる

と、概要、次のように論じられている 20。すな

わち、イギリス議会での討論について、いまや

誰もが印刷・出版を通じて全国に向けて語るこ

とができ、それが「権力」となり「政府の一部

門」として、立法や公権力の行為にも重要性を

もつのであって、そこで必須とされるのは、階

級や収入等ではなく、他者が耳を傾ける「舌

（tongue）」をもつことであり、そうした舌をも

つ人々によって統治されることで、「民主主義

は実質的にそこに存在している」21、とカーラ

イルは記している。要するに、報道記者という

主体そのものよりもむしろ、当時の革新的技術

であった「印刷術（Printing）」の発明が社会全

体での知識の普及や民主主義的統治体制にもた

らした影響に焦点が当てられていると言える。

3.2　プレスの「優越的」地位？―憲法上の自由をめぐる特権論の意義と限界

第四権力としてのプレスが、広い意味での権

力分立における抑制・均衡の仕組みの一端とし

て、権力濫用に対する監視機能をプレスが担う

となれば、その機能の担保として、プレスの「優

越的」な地位 22 ないしはプレス固有の「特権」

を憲法上で保障すべきか否かが問われる。しか

しながら、アメリカ合衆国憲法第 1 修正にいう

「言論またはプレスの自由」の解釈論では、言

論の自由条項のみによっては付与されない何ら

かの権利がプレスの自由条項によって付与され

るかという争点をめぐって、連邦最高裁は、基

本的に、消極的な姿勢を崩していないことに、

注意を要する。プレスに関する請求の大部分

は、「言論」条項と表現の自由の一般原理に関

する分析によって判断されているのである 23。

なかでも、プレスの特権が正面から争われた

事案で、1972 年のブランズバーグ事件連邦最

高裁判決では、報道記者が大陪審で取材源を秘

匿する第 1 修正上の特権は認められず、プレス

の自由は「基本的な個人的権利（fundamental 

personal right）」として捉えられ、「最新の写

真製版方式を活用する大規模な都市の出版社の

権利であるのとまさしく同様に、カーボン紙や

謄写版印刷を使う孤独なビラ配布者（lonely 

pamphleteer）の権利であるとする伝統的法理」

が確認されていた 24。

他方で、プレスの特権の擁護論の例として、

前掲のブランズバーグ事件判決で反対意見を執

筆していた P. スチュワート裁判官は、1975 年

の論稿において、もし自由なプレスの保障が「表

現の自由を意味するのに過ぎない」のであれ

ば、それは「憲法上の余剰」となるであろうと

して、次のように論じた 25。自由なプレスの条

項は、「本質的に、憲法上の構造的（structural）
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規定」であり、個別の自由や権利を保障した他

の大部分の権利章典上の規定とは異なり、「制

度（institution）」にも保護を及ぼしたものであ

る。合衆国憲法の起草者達は、連邦政府の三部

門設置時にその内部に競争的システムを熟慮的

に創設した。それと同様に、三つの公的部門に

対する付加的な抑制として、「第四の制度」を

政府の外に創設することが、「自由なプレスの

憲法的保障の第一義的な目的」である 26。また、

憲法上の保障のそもそもの意義・根拠を問いか

ける原理論の分野でも、V. ブラッジィは、初

期のミクルジョンによる民主主義的な自己統治

を重視する議論では十分に焦点が当てられてい

なかった、プレスの役割を重んじ、公権力の濫

用に対する監視機能の価値（checking value）

を説いていた 27。

もちろん、プレス固有の第 1 修正上の特権を

正面から認めないことは、プレスの役割の重要

性を認めないことと同義ではない。民主主義的

な自己統治における表現の自由の意義を重視す

る議論は、公職者の職務行為に関する名誉毀損

をめぐる 1964 年のニューヨーク・タイムズ対

サリバン事件判決に象徴されるように、第 1 修

正上の保護のレベルを全体的に底上げしてきた

と言える 28。そうした着眼点は、日本の 1960

年代以降の最高裁判例でも、報道機関の報道が

「民主主義社会において、国民が国政に関与す

るにつき、重要な判断の資料を提供し、国民の

「知る権利」に奉仕する」29 という役割を重視

する姿勢に窺える。

その後も、プレスの特権に関する論点は、

2010 年のシティズンズ・ユナイティド事件連

邦最高裁判決の法廷意見でも、「制度的プレス

が他の言論者の憲法的な特権以上のものを有す

るという主張を、当裁判所は絶えず拒んでき

た」30 という旨が再確認されるとともに、「イ

ンターネットの到来」に加えて「印刷・放送メ

ディアの衰微（decline）」に伴い、「メディアと、

政治的・社会的争点に論評したいと望む他の

人々との間の一線は、さらに一層曖昧になりつ

つある」31 という状況認識が示されていた。

こうしたアメリカにおけるプレスの自由条項

の憲法解釈論の傍ら、むしろ立法政策として、

「シールド法（shield law）」と呼ばれる制定法

によってプレスに特別な保護を与えようとする

動きは、連邦のレベルでは今日でもなお成立し

ていないものの、州のレベルにおいては漸進が

見られる 32。学説でも、前掲のシティズンズ・

ユナイティド事件判決を機に、プレスは制度か

テクノロジーかといった議論が続くものの、特

権を認める際のプレスの定義の困難性等につい

て、従前の論点をめぐる複雑な対立状況は収束

していない 33。むしろ注目されるのは、前掲の

スチュワートがプレスの典型例として挙げてい

た、「日刊新聞及びその他の確立されたニュー

スメディアである、組織されたプレス」や「新

聞、テレビジョンネットワーク、雑誌」等 34

の現場の担い手の様相が、近年、急変している

ことである。

3.3　ニュース生態系の変化―伝統的メディアの衰微とニュース砂漠をめぐる憲法的危機

そうしたメディアやニュースを取り巻く生態 系ないしはエコシステムの変化について、M. 
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ミノーによれば、プレス産業が主に民間事業者

によって担われてきたアメリカでは、今や「レ

ガシーメディア」と呼ばれる新聞・ラジオ・テ

レビ等の伝統的ニュースメディアは、縮小傾向

にあり、とりわけ、広告収入等の減少により、

特にローカル新聞の人員削減や廃刊が相次ぎ、

ローカルニュースが提供されない「ニュース砂

漠（news deserts）」地域が生じている。その

一方で、大多数の人々は、デジタルプラット

フォーム上で、人間による編集上の判断よりも

計算機処理のアルゴリズム（計算方式）に依拠

して、ユーザーの閲覧データに基づき選択され

たニュースを受け取っているところ、そこでの

ビジネスはジャーナリズムではないのであっ

て、ニュースの報道・創出よりも、むしろ消費

者の注意を引きつけて広告収入を得ることに焦

点が置かれている等 35 とされる。

例えば、「ニュース砂漠」に関して、2020 年

までの 15 年間に、全米で 4 分の 1 以上の新聞

――つまりは、約 2,100 紙――が消え、少なく

とも 1,800 地域において 2004 年時点では存在

したローカルニュース経路がなくなったという

調査結果がある。この消失の大部分は経済的に

苦戦している地域での週刊の刊行物であったも

のの、都市部の裕福な地域での日刊新聞の廃刊

も散見され、ヘッジファンド等を通じた巨大資

本によるメディアの系列化が進んでいるといっ

た分析もある。そこからは、草の根の民主主義

を下支えするはずのローカルニュースの「衰

微」への危機意識が垣間見える 36。

また、メディア現場の担い手に関して、アメ

リカ合衆国労働省労働統計局の統計データによ

れば、情報産業分野では、新聞発行業の従業者

数が 2001 年から 2016 年の間にほぼ半減したこ

ととは対照的に、インターネット掲載・ウェブ

検索ポータル業の従業者数は 2007 年から 2016

年の間に顕著な増加が見られる。より詳しく辿

ると、2001 年 1 月から 2016 年 9 月の間に、新

聞発行業の従業者数は、411,800 から 173,709 に

減少した。また、同時期の従業員数として、定

期刊行物発行業では 166,306 から 95,674 に、書

籍発行業では 85,952 から 60,894 と、減少傾向

にある。同時期の放送業の従事者数について

は、ラジオ放送業では 113,533 から 86,800 と減

少し、テレビ放送業では 136,385 から 132,275

と微減した。インターネット関係分野は統計上

の分類が一部変更されているが、2007 年 1 月

から 2016 年 9 月までの間に、インターネット

掲載・ウェブ検索ポータル業の従業者数は、

66,634 から 206,396 と著しく増加した 37。

もちろん、これらの数値自体から、新旧メディ

アの社会的影響力の推移を測定できるわけでは

ない。それでも、なかには、「アメリカのジャー

ナリズムは、瀕死（dying）である」と嘆き、

その要因として、アメリカでは公共財の十分な

供給という任務が自由市場に割り当てられてい

ることを挙げ、持続可能で力強い「制度として

のプレス」が代表制政治の必須条件であるとい

う憲法制定者の理解を前提とすれば、市場が主

導するプレスの衰弱は「憲法的危機」であると

唱える主張 38 もある。こうした現状認識に基

づく具体的な対応措置の検討は後述することに

して、次に、デジタル環境の現状が抱える問題

を見ていこう。
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4.21 世紀のデジタル環境―監視資本主義が示す 20 世紀言論市場との差異と共通性

4.1　監視資本主義―デジタル環境の市場における情報の一方向性と権力の非対称性

20 世紀の言論市場と 21 世紀の情報環境との

対比を、その主な担い手という観点から素描す

れば、20 世紀の独占・集中化した言論市場では、

マスメディアから膨大な情報が一方的に流さ

れ、一般的な受け手はただ受け取るほかないと

いう「送り手と受け手の分離」現象が生じ、マ

スメディアが享受する自由の現実の帰結が批判

され、その対抗手段としての知る権利・アクセ

ス権・反論権が論じられてきたことは、基本的

に、アメリカでも日本でも同様と言える 39。

21 世紀のデジタル環境をめぐる変化を、そ

うした 20 世紀の言論市場との対比で捉えよう

とする際に、見逃せない分析として、「監視

（surveillance）資本主義」における情報・知識・

権力関係における一方向性ないしは非対称性を

めぐる問題がある。すなわち、S. ズボフは、デ

ジタルで「つながる（“connected”）」ことは、

本来的に社会的・包摂的で知識の民主化に向か

うという草創期の理想に反して、今や他者の商

業的目的のための手段となっているとして、資

本主義にいう労働よりも「人間の経験」に着眼

し、次のように指摘している 40。監視資本主義

は、人間の経験を、行動データに翻訳するため

の無料の原材料として「一方的（unilaterally）」

に求め、行動「余剰」を生み、高度な機械知能

を通じて「予測」商品化する。他者の経験から

引き出される「知識」と、その知識から生じる

「 権 力 」 に お け る、「 先 例 の な い 非 対 称 性

（asymmetries）」を通じて、監視資本主義は機

能しており、私たちについてすべてを知ってい

るのに対して、これらの機能を私たちは知るこ

とができないようにデザインされている。

要するに、ここで問題とされているのは、

GAFA 等 と 呼 ば れ る オ ン ラ イ ン プ ラ ッ ト

フォーム事業者そのものやそこで援用されるデ

ジタルテクノロジーそれ自体ではなく、こうし

たユーザーの行動予測や広告収入を可能とす

る、デジタル環境固有の「市場」やそこでのビ

ジネスの「論理（logic）」41 である。そして、

それらへの「抵抗」として、アメリカにおける

プライバシー・データ保護・独占禁止法等に基

づく対応の限界を指摘し、欧州連合（EU）の

法の下での「忘れられる権利」や一般データ保

護規則（GDPR）に注目し、ひいては「民主主

義の一新（renewal）」等が必要である旨が主張

されている 42。

こうした資本主義論の包括的検討は本稿の目

的ではないが、20 世紀における言論市場で問

題とされてきた、マスメディアからの一方的な

情報の流れに対する受動的な一般の受け手との

間の非対称な関係が、21 世紀のデジタル環境

でも、形を変えて顕現化しているという捉え方

が可能であろう。ここで示唆されるのは、時代

を超えて顕現化する情報の一方向性や権力の非

対称性という根深い問題に向き合う上で、アメ

リカでの現行の対応よりも積極的な規制措置の

必要性である。

なお、この点に関し、EU では近年、デジタ

ル単一市場やデジタル戦略等を掲げて、活発な

政策展開の動きを見せており、例えば、デジタ
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ルサービス法案（DSA）、デジタル市場法案

（DMA）、データ統治法案、人工知能（AI）法

案等の規則案が欧州委員会から次々と提案され

ている。なかでも、一定規模以上のデジタルサー

ビス提供事業者のみに対して情報提供義務等を

課する DSA 法案・DMA 法案の非対称規制手

法 43、また、DSA 法案第 26 条の「リスク評価」

では、システミックリスクとして「表現及び情

報の自由」や「選挙過程」にもかかわる広範な

事項に関するリスクの特定・分析・評価が求め

られることなど、かなり踏み込んだ規制内容・

手法も試みられており 44、今後の立法過程での

審議の行方が注目されるところである。

4.2　第 1 修正は「時代遅れ」か―情報・メディア・通信法制の三分岐化から四分岐化？

そうした対応措置については、アメリカの学

説でもさまざまな議論がある。とりわけ、デジ

タルプラットフォーム事業者に対して、アメリ

カでは 1987 年に廃止された放送メディアに対

す る 内 容 規 制 で あ る「 公 正 原 則（fairness 

doctrine）」に類似の措置を課すべきとの旨が、

複数の論者から提案されてきていることに注目

すべきであろう。

その近時の例として、「第 1 修正は時代遅れ

か（obsolete）？」と問いかける T. ウーの論稿

では、21 世紀の言論環境の課題として、フェ

イクニュースやプロパガンダの自動送信装置等

を用いた、新たな形態の言論統制・検閲等が生

じていることを挙げる 45。そして、かつて公正

原則の下では、放送事業者に対し、重要な公共

の関心事を積極的に取り上げ、かつその際には

「公正」な方法で行うように求めるとともに、

対立する見解に反論する機会を与えるよう放送

事業者に求める権利を何人にも付与していたと

述べる。その上で、ウー自身はソーシャルメディ

アやウェブ上の他の事業者に対する公正原則の

導入には賛成しないものの、もし連邦議会が導

入の結論を出せば、それが合衆国憲法第 1 修正

の下で許されないとすることは信じがたいとの

旨を記している。その規制根拠となりうる事由

として、近時の言論環境では、周波数ではなく

「人間の注意（attention）」が稀少となり、少数

の大規模プラットフォームの支配性が高まり、

前述のような、民主主義に負の作用をもたらす

広範な証拠があること等を、ウーは挙げてい

る 46。

また、前掲のニュースエコシステムの現状を

論じたミノーは、プレスの自由や民主主義の脆

弱さにつながるリスクに対応すべく、連邦政府

による「憲法上の義務（obligation）」47 として

新たな改革・規制措置が求められるとして、ウー

の提案にも言及しつつ、複数の具体的な措置を

提案している。すなわち、デジタルプラット

フォームを含む関連事業者に対する、内容面で

の抑圧とはならない手法によるアルゴリズムを

含む関連技術の開発促進、また、事業者自身の

サービス利用約款に添う形での利用者への選択

肢の提供といった、一定の義務を課する「新た

な公正原則」のほか、ソーシャルメディアやイ

ンターネット上のサービス提供事業者に対する

公益事業型の公正なアクセスや取扱い・利用者

保護・透明性・説明責任等、独占禁止やクロス

オーナーシップ関連、ソーシャルメディアのア
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ルゴリズムに関する情報提供・透明性確保や監

査体制整備等、が掲げられている 48。

これらの具体的な対応措置に関する議論を概

観すると、アメリカ法・日本法に共通した基本

的な大枠であるところの、従来の印刷メディ

ア・放送メディア・コモンキャリッジ（通信）

の媒体特性に応じて三つに分岐した形で、それ

ぞれ規定内容を異にする、「媒体別（medium-

specific）」に発展してきた 20 世紀の情報・メディ

ア法の枠組み 49 が、改めて問い直されている

状況にあると言えよう。こうした三分岐化した

法枠組みに関して、アメリカでは、インターネッ

ト上の表現活動に対して、すでに 1997 年のリ

ノ対 ACLU 事件連邦最高裁判決により、合衆

国憲法第 1 修正による最大限の保護――要する

に、免許制をはじめとする政府規制が課せられ

てきた放送メディアではなく、歴史に裏打ちさ

れた政府介入からの自由を享受してきた印刷メ

ディアと少なくとも同等の取扱い――が与えら

れるべきことが確認されている 50。その上に、

検索エンジンやソーシャルメディアなどのいわ

ゆるインターネット上のサービス提供者のコン

テンツ責任については、連邦法である 1996 年

通信品位法の免責規定（47 U.S.C. §230（c）（1））

に基づき極めて広範な免責が認められる裁判例

が続いており、その限りでは、印刷メディア以

上の法的保護を享受しているという意味におい

て、すでに四分岐化が進展しているという理解

も可能であろう 51。

5. �国境を越える権力監視の可能性―プラットフォーム・アルゴリズムの責任と透

明性

5.1　国家経済安全保障と少数者の言論の自由―ウィーチャット事件連邦地裁判決

政府介入からの自由や消極的自由を旨とする

憲法上の表現の自由の保障が、21 世紀のデジ

タル環境において「時代遅れ」とされる問題状

況が生じる中でも、国家間の対立を含む対抗利

益間の複雑な調整が求められる場面で、社会に

おける少数者の利益に直接的に資する局面もあ

ることは、留意が必要であろう。すなわち、国

境を越えるビジネスの展開とともに、国家安全

保障と民間企業の経済産業活動とが交差する場

面が増加しており、そうしたいわゆる国家「経

済」安全保障に関して注目される事案として、

2020 年 8 月 6 日に当時の D. トランプ大統領は、

モバイルアプリケーションのティックトック

（TikTok）とウィーチャット（WeChat）に関

して、「膨大な量の情報を利用者から自動的に

捕捉し」ており、このデータ取得には「アメリ

カ人の個人的及び財産的情報に対する中国共産

党からのアクセス」のおそれがある等とし、情

報通信技術及びサービス提供網に関する「国家

緊急事態」への追加的な対応措置が必要である

として、2 つの大統領令を発した 52。同大統領

令に基づき、商務長官は、そこで禁止される「取

引」の特定を行った。これに対し、同大統領令

の合憲性等を問う訴訟が提起され、ウィー

チャットに関する訴訟では 2020 年 9 月 19 日の

カリフォルニア北部地区連邦地裁により合衆国
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憲法第 1 修正上の理由で、また、ティックトッ

クに関する訴訟では 2020 年 9 月 27 日のコロン

ビア特別区連邦地裁により同禁止措置は国際緊

急 経 済 権 限 法（International Economic 

Emergency Powers Act : IEEPA）に基づく政

府権限を超える等の理由で、執行を暫定的に差

し止める命令が下された 53。

とりわけ、ウィーチャットに関する事件につ

いて、連邦地裁は、本件取引禁止措置の発効が

目前に迫る中での判断を求められつつも、その

理由づけにおいて、この禁止措置は言論の「検

閲」や「事前抑制」に等しいとして差止命令を

求める申立人側の主張の検討にあたり、メッ

セージ送信や通話・送金等もできるモバイルア

プリであるウィーチャットは、フェイスブック

等の「西洋のソーシャルメディア」がブロック

される中国国内のネットワークにも届く上に、

英語に熟達していない人々を含む、合衆国内の

中国語・中国系コミュニティの多くの利用者に

とっては事実上の唯一のコミュニケーション手

段となっている等 54 の本件での事情を丁寧に

汲み取りながら、他のアプリへの乗り換えも可

能等とする政府側の主張を退けている点が目を

惹く。

その上で、同連邦地裁による理由づけでは、

暫定的差止命令の発給をめぐる判断要素の検討

において、政府が一般的に示した国家安全保障

上の脅威は重大であり、技術ないしはモバイル

技術の点では中国関連の国家安全保障上の脅威

に関する証拠は「かなりある」としつつも、

ウィーチャットに関する具体的な証拠は「あま

り多くない（modest）」として、本件における

規制は、他の明白な代替手段もないコミュニ

ケーション経路を「消す（eliminates）」もので

あり、政府の重要な利益を促進するために必要

以上の言論に負担を課している等と判断され、

申立人が居住する 4 州に限定せずに全米を対象

とした暫定的差止命令の発給を結論づけてい

る 55。

つまりは、米中間の対立が絡む国家経済安全

保障分野でも、合衆国第 1 修正上の言論の自由

の保障が、デジタル環境における利用者のコ

ミュニケーション経路の砦となり、大統領権限

が司法の場で実効的に抑制された事例と言え

る。ちなみに、これらの訴訟で争われた前掲の

二つの大統領令は、2021 年 6 月 9 日に J. バイ

デン大統領の命令により撤回されたものの、国

家安全保障・外交政策・経済等への脅威に対応

するためのデータ保護措置については引き続き

検討されている状況にある 56。

このほかにも、アメリカでは、ここ数年間に

わたって、国家のまさしく最高次の利益がかか

る国家安全保障の分野において、多国籍でサー

ビスを提供するデジタルプラットフォーム事業

者が、特に国家による秘密裡の監視への協力を

迫られる場面がある一方で、エンドユーザーの

権利利益のための擁護者として立ち現れて、政

府による秘密裡の監視に対して司法の場で抵抗

する興味深い場面もあり、公的部門と民間部門

を横断した、いわば新たな形での権力分立の「抑

制・均衡」の展開も見出せる 57。

さらに、近年のアメリカでの裁判例の中に

は、下級審ではトランプ大統領在職時のツイッ

ターのアカウント上の応答可能な双方向スペー

スは「パブリックフォーラム」の一種であり、

特定のユーザーをブロックした措置は見解に基
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づく差別であるとして違憲判断が示された事案

もある。それに関して、2021 年 4 月 5 日に連

邦最高裁において裁量上訴が認められながら

も、正面から判断が示されることなく、争訟性

喪失（moot）として原判決を取消し原審に差

戻しとされた事案で、C. トーマス裁判官が同

意意見でデジタルプラットフォーム事業とコモ

ンキャリア事業との類推に基づく議論を展開し

ている例もある 58。つまりは、連邦最高裁にお

いても、ソーシャルメディアないしはソーシャ

ルネットワーキングサービス（SNS）が今日の

言論表現活動において果たす役割・機能の評価

をめぐっては、試行錯誤が続いていることが窺

えよう 59。

5.2　�連邦議会議事堂襲撃と大統領アカウント無期限利用停止�  

―フェイスブック監視委員会決定にみるアルゴリズムの透明性と責任の在り方

デジタルプラットフォーム事業者が、アメリ

カの現職大統領の権力を直接的に抑制した上

で、その事案への対応において、自らが制定し

たルールの下で、自らが設置した独立の「監視」

機関を通じて、解決を図ろうとする最近の事例

を取り上げておこう。それは、2021 年 1 月 6

日のアメリカ連邦議会議事堂襲撃にかかわった

人々を支持する内容を投稿していた当時のトラ

ンプ大統領のアカウントに対して、ソーシャル

メディア各社から利用停止措置が講じられた例

である。なかでも、フェイスブック社によるこ

の停止措置に関して、同社の独立の「監視委員

会（Oversight Board）」は、同社からの審議依

頼 を 受 け て、2021 年 5 月 5 日 に 決 定 を 下 し

た 60。その決定では、前大統領のフェイスブッ

クのページとインスタグラムのアカウントへの

投稿を制限した同社の判断を支持したが、「期

限の定めのない停止（indefinite suspension）」

という同社の規程に定めのない制裁措置を課し

たことは適切ではないとして、同社に対して本

件を審理し相応の対応措置を講ずること等を求

めた。

この監視委員会決定には論点が多々含まれる

が、本稿の観点から注目されるのは、同決定の

理由づけから窺える、次の 2 点である。

第 1 点目は、プラットフォームの「デザイン」

に関する意思決定過程の秘密性である。すなわ

ち、同監視委員会へのフェイスブック社からの

説明では、「選挙の完全性（integrity）に対す

る信頼を傷つけるために」前大統領がフェイス

ブックや他のプラットフォームを繰り返し用い

たことは、「プラットフォームの異常な濫用」

にあたる等とされていた。そこで、アルゴリズ

ム・基準・手続・技術的特徴を含む「プラット

フ ォ ー ム の デ ザ イ ン に 関 す る 決 定（design 

decisions）」がトランプ氏の選挙後の投稿をど

の程度まで増幅させたのか等について、より明

確な説明を求めたところ、同社は回答を控えた

ことから、同社が講じた措置の必要性や相当性

の評価に「困難」が生じたとされている 61。

第 2 点目は、内容に関する「責任」の所在の

不明確さである。これに関する同監視委員会決

定の理由づけによれば、同社のコンテンツポリ

シー等への重大な違反に対して適用される必要

かつ相当な制裁措置を制定して通知すること

は、同社の「役割」である。それにもかかわら
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ず、「定めがなく基準に基づかない制裁措置を

適用し、その後に本件の解決のために当委員会

に諮問する」にあたり、同社は「責任を回避し

ようとしている」と、同監視委員会は断じてい

る 62。

たしかに、フェイスブック社は政府機関では

なく一民間企業であることを考慮すれば、同監

視委員会が、アメリカ合衆国憲法第 1 修正の基

準はここで適用されないと明言した上で、第 1

修正に反映される表現の自由の原理が多くの点

で同様または類似するとして、国連人権規約

（ICCPR）第 19 条や、国連ビジネス人権指導原

則（UNGPs）等の国際人権法上の諸規定にも

言及しながら、理由づけを行っていること 63 は、

ソーシャルメディア上の投稿が本来的に国境を

越える性質をもつことを考慮すれば、妥当な判

断と言うことができるであろう。ただ、第四権

力という社会的影響力に相応する権力監視の役

割を期待されてきた従来型のプレス、ないし

は、そうしたプレスが自らの行動の拠り所とし

て掲げてきた規範とはかなり様相を異にする、

メディア企業というよりもむしろテクノロジー

企業としての自由、そして責任や透明性の要請

に応えるガバナンスの在り方が、問われている

と言える。

6. 将来への指針―デジタル統治構造の民主化と開かれた知の共創デザイン

6.1　もう一つの「第四部門」からの示唆―「見張りを誰が見張るのか？」

ここで改めて、アメリカの権力分立制の歴史

的展開を振り返ると、第四階級としてのプレス

は国家機構の外に開かれた抑制・均衡の仕組み

として捉えられるのに対して、国家機構の内部

での異種混合という点で、いま一つ、「第四」

の政府部門として捉えられてきた存在がある。

すなわち、連邦議会からの委任立法に基づき、

特定分野における規則制定から紛争解決までの

準立法・準司法手続に携わり、大統領からも一

定の自律性をもつがゆえに、20 世紀初旬には

「頭のない（headless）、政府の『第四部門』」

として批判されてきた、いわゆる「独立」行政

委員会である 64。その背景には、合衆国憲法制

定後、連邦政府の権限の漸次的拡大や、いわゆ

る行政国家（administrative state）化の現象が

ある。

この第四部門としての行政委員会ないしは行

政機関の判断に対する司法審査の在り方を論じ

た S. ブライヤー裁判官の 2011 年の論稿は、第

四権力としてのプレスを考察する上でも示唆を

与えるものである。すなわち、行政委員会等に

よる政策形成や制定法解釈に関する決定をめぐ

る司法審査では、特に 1984 年のシェブロン事

件連邦最高裁以降に、裁判所がどの程度までの

「敬譲（deference）」が求められるかという、

やや技巧的にも見える争点が注目されてきた。

ただ、より広い観点から見れば、ここで裁判所

には、政府の実務が機能するように部門間の関

係を定義することにより、裁判所の判断が公衆

から信頼されて受け入れられるような回答が求

められており、フェデラリスト文書のマディソ

ンの議論で言えば天使ではない人間による自己
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統治をいかに統制し、関連する行政の判断が公

正かつ合理的であることをいかに保障し、ま

た、古代ローマにいう「見張りを誰が見張るの

か（quis custodiet ipsos custodes?）」、ないしは

「規制者を誰が規制するのか」等の基本的な問

いかけに基づく考察が必要とされる 65、という

ことである。

その後、行政権力拡大に関しては、アメリカ

では、民営化・外注化傾向が顕著となっている。

すなわち、政府事業の遂行に民間事業者が広範

に関与し、基準の設定・公表や第三者の行為規

制にも携わり、より大きな裁量とより広い責任

が民間の手に委ねられる傾向が、医療・福祉・

公教育・刑務所運営等に見られ、さらに戦争で

の戦闘・警察活動でも、国家権力・商業的権力

間での混合・集中をもたらしている状況があ

る。そこでは、政府の責任が外部委託され、情

報公開法や行政手続法に基づく法的制約が回避

されるといった問題が指摘される。こうした「ポ

スト行政国家」ないしは「民営化された統治

（privatized governance）」の実務の現実を踏ま

えた、権力分立の原理に基づく抑制・均衡のた

めの憲法・行政法上の統制の仕組みを実効的に

機能させる工夫が、改めて模索されている 66。

さらには、前掲のニュース生態系の変化に関

する考察で触れた、人工知能（AI）ないしは

計算機処理のアルゴリズム（計算方式）に依拠

した意思決定システムの社会実装化は、アメリ

カや欧州諸国では、公的部門でも急速に進んで

いるところ、関連する裁判例の中には、法の適

正手続・過程ないしは透明性原則の下での問題

点を指摘する判断も出てきている 67。こうした

アルゴリズムに基づく意思決定は、アルゴリズ

ムが営業秘密として保護され、その過程がブ

ラックボックス化することへの批判がありつつ

も、おそらく効率性や経費削減といった実務事

情もあり、今後も利用拡大が予測される。そう

した場面での権力抑制・監視機能は、第四権力

としてのプレスによる権力監視やその担保とし

ての自由の在り方に関する議論よりも、一層広

い視野での検討を要するものであろう。

6.2　自由・公開性・透明性―「共創」のための制度デザイン

その点に関連して、「透明性」という概念に

ついて、F. シャウアーの 2011 年の論稿では、

言論・表現の自由や公開性等との関係も含め

て、興味深い考察を提供している。すなわち、「透

明性」が今日では頻繁に使用されるようになっ

たと述べた上で、言論・表現の自由も、意思決

定 の 制 度 デ ザ イ ン が「 開 か れ て い る こ と

（openness）」へのコミットメントの一端を担う

ものとして、例えば、裁判の公開、情報公開、

情報提供義務、オープンソース等と共通するも

のであり、「知（knowledge）を生み出す上で

の法の役割」というより広い射程のテーマにも

つながるものであると、シャウアーは分析して

いる。そして、自由との関係で言えば、透明性

は、基本的に、「活動」や「権力」というより

も「属性（attribute）」であり、積極的自由・

権利よりは消極的自由・権利に当てはまり、ま

た、透明性は意思決定の制度デザインのアプ

ローチとしては、善い決定をしない過ちよりも

悪しき決定をする過ちを重視して後者を避ける
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ことを優先するという意味で「保守的」である

と喝破する 68。

その上で、合衆国憲法第 1 修正の背後にある

諸価値の促進にとっては、国家からの自由や消

極的自由の議論とともに、知の促進のための「社

会条件」や「公共政策」も併せて議論すること

の重要性を説いている 69。より具体的には、

J.S. ミルの『自由論』で例示された、ローマカ

トリック教会での聖者の聖列加入の時に「悪魔

の代弁者（devil’s advocate）」を特に任命して

非難の言葉に傾聴させる制度を設けたよう

に 70、知を促進し知的な独りよがりを避けるた

めに、受け入れられた思想をも挑戦しなければ

ならないのであれば、その挑戦者を保護するの

みならず、挑戦者が存在することを確保し、さ

らに挑戦者を生み出すところまでが必要であ

り、状況次第では、挑戦者が実際に存在して挑

戦がなされることを確保するために積極的に制

度を創設することも要請される 71、と指摘され

ている。

こうしたシャウアーの考察を踏まえつつ、い

ま少し展開するならば、前掲のフランス人権宣

言において、人権保障に権力分立を組み合わせ

ることこそが、憲法の存在自体を成り立たせる

必須の条件とされていたように、また、アメリ

カ合衆国憲法での「抑制・均衡」の仕組みとし

て、複数権力の異種混合を敢えて制度デザイン

に組み込んで、自由のみならず効率性をも確保

しようとしていたように、権力の抑制・均衡を

担う複数の担い手の存在を実効的に担保して、

相互の抑制と同時に全体としての価値実現も積

極的に目指すという、いわば「共創」の構造化

への志向性が、権力分立の原理に含意されてい

るという理解が可能であろう。この点に関し、

フランス人権宣言当時の憲法論では、制約対象

の権力は専ら国家として、また、権利保障は専

ら「国家からの自由」の保障として、さらに、

権力分立は専ら「国家」の諸権力間の分立とし

て捉えられてきたことと対比すれば、第四権力

としてのプレスによる権力監視機能の担保は、

ある意味ではすぐれて現代的な、人権確保のた

めの権力分立の新たな構想 72 として捉えられ

る。その一層の具体化には、シャウアーのいう、

より広い文脈における「挑戦者」、ないしはブ

ライヤーがいう「見張りに対する見張り」や「規

制者に対する規制」のための、より積極的な制

度デザインが必要となると言えよう。

6.3　結びにかえて―デジタル統治構造の透明化・民主化に向けて

そうした構想の展開のより具体的な形につい

て、ここでは自由と並び立つ鍵概念として「共

創」に着目しながら考えておこう。すなわち、

情報化やデジタル化に伴う社会変革の下で次々

と生じる課題の解決には、法の強制力に裏づけ

られた狭義での国家による統治や命令統制型の

政府規制に加えて、国・地域の枠を越えて企業

や個人を含む社会権力の多様な担い手が共に携

わり事実上の規範力を創出するルール形成 73

についても、視野に入れておく必要がある。そ

して、国境を越えるデジタル統治における権力

監視機能を担保する新たな仕組みが必要となっ

ており、そのためには、伝統的なマスメディア

を取り巻く現状を踏まえつつ、今日の情報・メ
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ディア・テクノロジーに関するエコシステム全

体を捉えた、より包括的な視座で課題解決を探

る法と政策の構想が求められていると言って

よい。

とりわけ、情報ないしは社会の情報化の進化

形とも言えるデジタル化は、有体物との対比で

言えば、その無体・無形性ゆえに動態性、ひい

ては国際性を本来的に持つ。そのために、情報

の流れの一方向性や関係主体間の権力の非対称

性をもたらし、社会構造に深く根差した権力関

係に通底する不均衡性を、より鮮明にかつグ

ローバルな規模で、顕現化させる傾向があると

言える。そこでは、情報やメディアに関する既

存の法制度上の諸原理の中でも、特に、公権力

監視機能の担保として歴史で謳われる「第四権

力」としてのプレスの自由、そして、民主主義

的自己統治に不可欠となる公開性、説明責任、

公正性、透明性等の価値原理をより実効的に機

能させる、制度設計上の新たな工夫が必要と

なる。

本稿の冒頭の問いかけに応答する形で言え

ば、デジタル化が進む社会における権力統制・

監視機能を実効的に担保するためには、希求さ

れる人権保障の礎となる基底的な価値原理とし

ての「自由」、そして、国家権力のみならず私

的秩序における権力の担い手も抑制・均衡と価

値実現のダイナミズムに組み込んで「共創」を

構造化させる制度デザインの双方が、不可分の

組み合わせとして求められる。そうした情報と

デジタル化に関する法・政策構想の具体化は他

日を期すこととするが、以上の考察から明らか

となるのは、もしそうした権力抑制・監視の担

い手がいなければ、その存在をも創り出す積極

的な制度的措置も要請されうるというのが、言

論・表現・情報・知に関する自由や公開性・透

明性とそれらの限界をめぐる一連の法の原理と

制度デザインに関する考察から引き出される示

唆であり、特に今後の日本のデジタル社会秩序

形成の文脈では、情報権力分立――すなわち、

統治権力における抑制・均衡を担う主体の一層

の多様化・分散化・国際化等を通じた、統治構

造そのものの透明化・民主化――が、要請され

るということである。
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Amid power struggles over global digital governance, driven by cutting-edge technologies and 

fueled by the surge of COVID-19, how can we safeguard a robust checking function against the abuse 

of power – a function typically carried out by the professional press or mass media as the Fourth 

Estate?  

This article reviews the principle of separation of powers and institutional designs for checks and 

balances, mainly from the perspective of Japanese constitutional law.  It also analyzes a number of 

problems in the current situation, such as the decline of traditional news media, the emergence of 

“news deserts”, and the rise of “surveillance capitalism” in digital markets.  

It further demonstrates that there is a recurring structural problem of unilateral information flow 

and power asymmetry not only in the mass speech markets of the twentieth century but also in the 

emerging twenty-first century digital milieu increasingly dominated by global online platforms and 

black-box algorithms.

In conclusion, this article argues that a desideratum for a future digital governance in Japan should 

be “separation of information powers” to transparentize and democratize the governance structure 

itself, by achieving a high level of diversification, decentralization, and internationalization of those 

who take power and those who challenge them.
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